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試験日　6 月 28 日（日）　試験会場　長崎県立大学　受付期間　5 月 7 日（木）～ 29 日（金）

※試験案内や申込書は、市役所・中央保健福祉センター玄関案内、職員課、各支所、宇久行政センターで配布するほか、
市ホームページからもダウンロードできます。

募集職種と受験資格

問職員課　☎ 24-1111

市職員採用試験の実施

試験職種 採用予定 受験資格

事務職（大学） 10 人程度
平成 2 年 4 月 2 日以降に生まれ、学校教育法による 4 年制大学またはこれと
同等と認められる学校を卒業した人か、来年 3 月までに卒業見込みの人

事務職
（社会福祉士）

若干名
昭和 56 年 4 月 2 日以降に生まれ、社会福祉士の資格を持つ人か、令和 2 年
度に実施される国家試験に合格し、当該資格を取得見込みの人

事務職
（埋蔵文化財担当）

1 人程度

次の要件を全て満たす人
◦昭和 60 年 4 月 2 日以降に生まれ、学校教育法による 4 年制大学またはこ

れと同等と認められる学校を卒業した人で、学芸員資格を持つ人
◦大学で考古学を専攻した人または学芸員資格を取得した後に文化財発掘調

査の経験をもつ人
◦普通自動車運転免許（AT 車限定可）を持つ人

土木（大学） 6 人程度 平成 2 年 4 月 2 日以降に生まれ、学校教育法による 4 年制大学の専門課程ま
たはこれと同等と認められる学校の専門課程を卒業した人か、来年 3 月まで
に卒業見込みの人化学（大学） 1 人程度

保健師 3 人程度
平成 2 年 4 月 2 日以降に生まれ、保健師免許を持つ人か、令和 2 年度に実施
される国家試験に合格し、当該免許を取得見込みの人

心理相談員 1 人程度
昭和 56 年 4 月 2 日以降に生まれ、臨床心理士または公認心理師の資格を持
つ人か、令和 2 年度に実施される試験に合格し、当該資格を取得見込みの人

言語聴覚士 1 人程度
昭和 56 年 4 月 2 日以降に生まれ、言語聴覚士の免許を持つ人か、令和 2 年
度に実施される国家試験に合格し、当該免許を取得見込みの人

保育士 2 人程度
昭和 56 年 4 月 2 日以降に生まれ、保育士・幼稚園教諭の両方の資格・免許
を持つ人か、来年 3 月までに取得見込みの人

薬剤師 若干名
昭和 56 年４月 2 日以降に生まれ、薬剤師免許を持つ人か、令和 2 年度に実
施される国家試験に合格し、当該免許を取得見込みの人

獣医師 3 人程度
昭和 36 年 4 月 2 日以降に生まれ、獣医師免許を持つ人か、令和 2 年度に実
施される国家試験に合格し、当該免許を取得見込みの人

3 月定例市議会で可決等された主な議案

3 月定例市議会（2 月 25 日～ 3 月 19 日）で可決等され
た 63 議案の中から主な議案の概要をお知らせします。
主な条例・一般議案
◦佐世保市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を定める条例の一部改正の件
特定教育・保育施設や特定地域型保育事業における副
食の提供に要する費用の免除対象者を拡充するもの

問子ども支援課　☎ 24-1111
◦九州・長崎特定複合観光施設区域整備実施方針に係る

同意の件
長崎県が定める九州・長崎特定複合観光施設（ＩＲ）区
域整備実施方針における本市が実施する施策や措置に
係る事項について同意するもの

問政策経営課（現 IR 推進室）　☎ 24-1111
令和元年度補正予算
国の補正予算に伴い実施するものや障がい者訓練等給付
事業費、基金造成費など一般会計と 4 つの特別会計で補
正を行いました。
一般会計補正予算の主な内容
❶国の補正予算に伴うもの（小学校施設維持改修事業費

など 9 件）  6 億 104 万円

❷その他（障がい者訓練等給付事業費など 20 件）  41
億 1316 万円

令和 2年度補正予算
令和元年度への前倒しに伴い予算を減額するものや、
佐々町を加えた西九州させぼ広域都市圏形成に伴う関連
予算など、一般会計と 1 つの特別会計で補正を行いまし
た。
一般会計補正予算の主な内容
❶国の補正予算に伴うもの（令和元年度への前倒しに伴

うもの 7 件）  △ 4 億 7117 万円
❷西九州させぼ広域都市圏事業によるもの（文化振興基

本計画推進事業費など 8 件）  38 万円

問財政課　☎ 24-1111

会計 補正額 補正後の予算額

一般 47 億 1420 万円 1332 億 7910 万円

特別 2 億 1126 万円 795 億 3293 万円

会計 補正額 補正後の予算額

一般 △ 4 億 7079 万円 1203 億 7684 万円

特別 4 万円 781 億 717 万円

４月から市役所の組織が一部変わりました

第 7 次総合計画のスタートに合わせ、政策を着実に実施
するため、マネジメント体制を強化します。
◦分野別に担当副市長を明確化
「ひと」「くらし」⇨山口副市長、「しごと」「まち」⇨田
中副市長、「行政経営」⇨山口副市長・田中副市長

◦部長のサポート役として「副部長」を配置
◦教育委員会に「教育総務部」「学校教育部」を新設

さまざまな行政課題などに対応するため、組織・機構の
見直しを行いました。
新設
◦災害や緊急事態に対応できる総合的な防災・危機管理

体制の確立のため、防災危機管理を統括し、指揮監督
する「危機管理監」を配置

◦市政全般に係る広報戦略の策定や戦略的・効果的な市
政情報を発信するための「広報政策監」を配置

◦ＩＲの誘致に向けて、立地自治体としての業務を適切
かつ速やかに実施していくため、企画部内に準部とし
て「ＩＲ推進室」を新設

◦不法投棄など廃棄物不適正事案の対応窓口を一本化す
るため、廃棄物減量推進課の不法投棄班と廃棄物指導
課の一部を統合し、「不適正処理事案対策室」を新設
再編
◦物産品や伝統工芸品等の新商品開発や販路開拓等を通

じた物産振興業務を効率的・効果的に推進するため、
「ふるさと納税推進課」「商工物産課」を「ふるさと物産
振興課」「商工労働課」に再編

◦西部クリーンセンター新施設の整備完了と稼働開始
に伴い、「建設準備室」を廃止し、「西部クリーンセン
ター」の係を再編

問行財政改革推進局　☎ 24-1111


